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第１　提出書類一覧

１　募集要領等に関する提出書類
	様式番号
	書　類
	提出
部数
	書式
サイズ

	様式１－１
	募集要領等に関する質問書
	１
	Ａ４

	様式１－２
	現場説明会申込書
	１
	Ａ４



２　第1次審査（資格審査）に関する提出書類
	様式番号
	書　類
	提出
部数
	書式
サイズ

	様式２－１
	参加表明書
	１
	Ａ４

	様式２－２
	応募者の構成表及び役割分担表
	１
	Ａ４

	様式２－３
	委任状
	１
	Ａ４

	様式２－４
	設計企業に関する書類
	１
	Ａ４

	様式２－５
	建設企業に関する書類
	１
	Ａ４

	様式２－６
	建設業許可等の状況
	１
	Ａ４

	様式２－７
	設計業務実績
	１
	Ａ４

	様式２－８
	施工監理業務実績
	１
	Ａ４

	様式２－９
	建設工事業務実績
	１
	Ａ４

	様式２－10
	設計・建設工事共同企業体協定書
	１
	Ａ４

	様式２－11
	設計・施工・施工監理者に関する書類
	１
	Ａ４

	様式２－12
	指定管理業務実績調書
	１
	Ａ４

	(任意様式)
	代表企業の直近３か年の決算書(貸借対照表など)
	１
	Ａ４



３　応募辞退時に関する提出書類
	様式番号
	書　類
	提出
部数
	書式
サイズ

	様式３－１
	応募辞退書
	１
	Ａ４








４　第２次審査（提案審査）に関する提出書類
（１）価格提案書等
	様式番号
	書　類
	提出
部数
	書式
サイズ

	様式４－１
	設計・施工・工事監理業務等の価格提案書
	１
	Ａ４

	様式４－２
	設計・施工・工事監理業務等の価格提案内訳書
	１
	Ａ４

	様式４－３
	施設使用料の提案書
	１
	Ａ４

	様式４－４
	誓約書
	１
	Ａ４



（２）技術提案書
	様式番号
	書　類
	提出
部数
	書式
サイズ

	様式５－１
	技術提案書（表紙）
	10
	Ａ３

	様式５－２
	業務方針提案書
	10
	Ａ３

	
	全体工程・開業準備提案書
	10
	Ａ３

	
	実施体制等に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	施工計画・施工監理・品質管理に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	施設の整備計画に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	運営知見の反映に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	防犯・安全性・防災に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	施設運営計画に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	収支計画・自立性に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	集客力ＫＰＩ・地域貢献に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	維持管理・予防保全に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	官民リスク分担に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	町への貢献策に関する提案書
	10
	Ａ３

	
	業務方針提案書
	10
	Ａ３

	様式５－３
	配置図
	10
	Ａ３

	
	各階平面図（１・２階）
	10
	Ａ３

	
	立面図（４面）
	10
	Ａ３

	
	断面図（２カ所）
	10
	Ａ３

	
	外部・外構
	10
	Ａ３

	
	外観パース（２方向）
	10
	Ａ３

	
	内観パース（２方向）
	10
	Ａ３





第２　提出書類記載要領
　各提出書類を作成するに当たっては、特に指示がない限り、次の項目に留意すること。

１　共通事項
（１）企業名の記載
　提出書類のうち、上記「第１　４．（２）技術提案書」については、特別な指定がない限り、参加者、代表企業、構成員、協力会社の名称を容易に特定または類推できる記載は行わないこと。

（２）記載内容
ア　提出書類のうち「第１　４．（１）価格提案書等」「第１　４．（２）技術提案書」については、全てのページに参加資格確認通知書に記載された提案受付番号を記載すること。
イ　明確かつ具体的に記述すること。
ウ　各書類に用いる言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨は日本円、時刻は日本標準時間とすること。
エ　図面は、JISの建築製図通則に従って作成すること。
オ　造語・略語を用いる場合は、初出の箇所に一般用語・専門用語を用いて定義を明示すること。
カ　他の様式に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当する様式番号及びページを記入すること。

（３）書式
ア　使用する用紙は、特に指定がない限り、Ａ４縦長横書き片面とすること。
イ　図面を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは11ポイント以上とし、上下左右20ｍｍ程度の余白を設定すること。
ウ　１つの様式で２ページ以上となる場合は、必ず中央下の位置にページ番号を記載すること。
エ　各様式は、本様式集を参考に、図面を除き、Microsoft OfficeのWordまたはExcelにて作成すること。
オ　ページ数に制限のある場合は、遵守すること。
カ　図表等は適宜使用してよいが、規定のページ数に含めること。

２　各様式の記載要領
　各様式に示す記載要領に従って記載すること。



第３　書類提出要領

１　募集要領等に関する提出書類
　募集要領及び本様式集を参照すること。

２　第１次審査（資格審査）に関する提出書類
　「第１　２．第１次審査（資格審査）に関する提出書類を一括して左綴じし、１部を提出すること。その際に「様式２－１　参加表明書」が表紙となるようにし、様式番号順に並べること。

３　公募辞退時に関する提出書類
　募集要領を参照すること。

４　第２次審査（提案審査）に関する提出書類
（１）価格提案書等
　「第１　４．（１）価格提案書等」の各様式は、各１部提出すること。なお、「様式４－１　設計・施工・工事監理業務等の価格提案書」及び「様式４－２　設計・施工・工事監理業務等の価格提案内訳書」は同一封筒、「様式４－３　施設使用料の提案書」と「様式４－４　誓約書」は別々の封筒に封入し、提出すること。

（２）技術提案書
　各様式を一括して左綴じし、10部を提出すること。その際に「様式５－１　技術提案書（表紙）」が表紙となるようにし、番号順に並べること。

５　電子媒体の提出
　提案書の提出に当たり、「第１　４．（２）技術提案書」を電子媒体（CD-ROM）に保存の上、1部提出すること。













募集要領等に関する様式

（様式１－１）
令和８年　　月　　日
松田町長　様

募集要領等に関する質問書


　「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」の募集要領等について、次のとおり質問書を提出します。

	質問者
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	所属･役職
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	メールアドレス
	

	質問内容
	書類名
	

	
	質問項目
	

	
	内容




	



（様式１－２）
令和８年　　月　　日
松田町長　様

現地説明会申込書


「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」の現地説明会への参加を申込みます。


	会社名
	

	所在地
	

	担当者名
	

	所属
	

	参加予定人数※１
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	


※１　参加人数は、1企業につき５名までとする。

	№
	参加者氏名
	所属

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	



※希望日について
希望する日時の前に〇印を記入すること。複数日に〇印を記入することができるが、現地調査ができるのは１日とする。
（　　）令和８年１０月１９日（月）　　午後１時３０分から
（　　）令和８年１０月２０日（火）　　午後１時３０分から
申し込み状況によっては、希望どおりにならないこともある。
※本様式は、電子メールのファイル添付にて、募集要領に記載の申込先に提出のこと。


















第１次審査（資格審査）に関する様式
（様式２－１）
令和８年　　月　　日

参加表明書


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


　令和８年　月　日付けで公示のありました「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」に係るプロポーザルに参加することを表明し、併せて一次審査に係る必要書類を提出します。
　なお、募集要領等の規定を満たしていること及び添付書類の内容について、事実と相違ないことを誓約するとともに、応募後においても募集要領等の規定を満たさなくなった時及び松田町指名停止等措置要領に規定する措置要件に該当することとなった時は、直ちに貴町に報告することをあわせて誓約します。
　また、資格確認のため、必要な官公庁への照会を行うことについて承諾します。


【構成企業】
	代表・構成企業の別
	商号又は名称
	所在地
	代表者

	代表企業
	
	
	

	構成企業
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	







（様式２－２）
令和８年　　月　　日

応募者の構成表及び役割分担表

１　代表企業
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	


２　構成企業（１）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	


２　構成企業（２）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	


※担当業務は、本事業における役割（設計・施工・施工監理・運営・その他）を簡潔に示すこと。なお、一つの業務を複数企業で分担する場合は、分担する業務の内容について記載すること。
※行が不足する場合は、適宜追加してください。
※町からの連絡等は代表企業にのみ行います。
（様式２－２）
令和８年　　月　　日

応募者の構成表及び役割分担表

３　協力企業
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	



	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	



	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	所属
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	担当業務
	




（様式２－３）
令和８年　　月　　日

委任状


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


　私は、以下の者に「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」に係る次の権限を委任します。


記


代表者（代理人）所在地　
　　　　　　　　商号又は名称　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


委任事項
１　参加表明及び資格審査に関する提出書類の提出等について
２　技術提案に関する提出書類の提出等について
３　応募辞退について




（様式２－４）
令和８年　　月　　日

設計企業に関する書類


１　企業名等
	企業名
	

	所在地
	

	一級建築士事務所
登録番号
	

	資格者名簿の登録番号
	

	備考
	



２　担当予定の管理技術者
	管理技術者名
	

	管理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	



３　担当予定の施工監理者
	施工監理者名
	

	資格及び登録番号
	



※設計実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせる等、事実確認を行うことがある。
※担当予定者が複数となる場合は、本様式に準じて追加作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、次の書類を添付すること。
☐一級建築士事務所登録通知書（写し）
☐設計企業と専任する管理技術者及び施工監理者の雇用関係を証明するもの
☐専任する管理技術者、施工監理者及び担当予定の技術者の資格証等（写し）
☐履歴事項全部証明書


（様式２－５）
令和８年　　月　　日

建設企業に関する書類


１　施工企業
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	特定建設業許可番号
	

	総合評定値
	



　　申請者情報　
	会社名
	

	地区区分
	

	業種区分
	

	評定値
	

	配置予定現場代理人
	



　　配置予定現場代理人
	氏名
	



　　配置予定総括監理技術者　
	氏名
	

	資格免許の種類
	

	監理技術者証の有無
	

	営業所専任技術者の確認
	



　　配置予定主任技術者
	氏名
	

	資格免許の種類
	

	監理技術者証の有無
	

	営業所専任技術者の確認
	




（様式２－６）
令和８年　　月　　日

建設業許可等の状況


	項目
	内訳

	建設業法の規定による特定建設業の許可状況
	業種
	許可年月日
	許可番号

	
	
	　　年　月　日
	特　　　号

	建設業法の規定による経営事項審査の状況
	業種
	審査基準日
	総合評定値

	
	
	　　年　月　日
	点



※特定建設業の許可の通知書の写し（有効期限が本契約締結予定日（令和  年  月以降）まであるもの）を添付してください。なお、許可更新手続き中である場合は、許可担当部局の受付印のある申請書の写 しを添付してください。
※総合評定値通知書又は経営事項審査結果通知書の写し（有効期限が本契約締結予定日（令和  年  月以降）まであるもの）を添付してください。なお、総合評定値通知に係る請求手続き中等である場合は、許可担当部局の受付印のある請求書等の写しを添付してください。
※本様式は、コピーして、構成員ごとに作成してください




（様式２－７）
令和８年　　月　　日

設計業務実績


設計企業名：　　　　　　　　

　
　公告日から起算して過去10年間に竣工した設計業務で、新築、改築工事の設計業務実績


	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	業務完了
年月日

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	



【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。
☐PUBDIS業務カルテ受領書又は当該実績業務における契約書（写し）





（様式２－８）
令和８年　　月　　日

施工監理業務実績


施工監理企業名：　　　　　　　　


　公告日から起算して過去10年間に竣工した設計業務で、新築、改築工事の施工監理業務実績　


	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	業務完了
年月日

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	



【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。
☐当該実績業務における契約書（写し）



（様式２－９）
令和８年　　月　　日

建設工事業務実績


建設企業名：　　　　　　　　


　公告日から起算して過去10年間に竣工した建設工事で、新築、改築工事の施工実績　


	施設名
	発注者名
	所在地
（市町村名まで）
	規模等
	業務完了
年月日

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	

	
	
	
	構造：　　　　造
	令和　年
　月　日

	
	
	
	階数：地上　階、地下　階
	

	
	
	
	延床面積：　　　　㎡
	



【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。
☐CORINS技術者実績確認書又は当該実績業務における契約書（写し）




（様式２－10）

設計・建設工事共同企業体協定書

（目的）
第１条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
　　(1) 松田町発注に係る「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」（以下「本事業」という。）に係る工事（以下「設計・建設工事」という）の請負
　　(2) 前号に付帯する事業
（名称）
第２条　当共同企業体は、○○○設計・建設工事共同企業体（以下「企業体」という）と称する。
（事業所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を○○県○○市○○丁目○○番○○号に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、本事業の契約の履行後３月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　設計・建設工事を請け負うことができなかった時は、当企業体は、前項の規定に関わらず、本事業の契約が締結された日（当該契約が松田町議会の議決に付すべき契約に当たっては、当該議決日）に解散するものとする。
（構成員の住所及び氏名）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　　　　○○県○○市○○丁目○○番○○号
　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○設計事務所
　　　　　　○○県○○市○○丁目○○番○○号
　　　　　　　　　　　　　　○○建設株式会社
（代表者の氏名）
第６条　当企業体は、株式会社○○設計事務所を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、設計・建設工事に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、入札を行う際に代表企業として入札等を行うこと、町長及び監督官庁等と折衝する権限並びに施工費（前払い金、中間前払い金及び部分払い金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。但し、当該設計・建設工事について町長と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
　　　　　　株式会社○○設計事務所　　○○％
　　　　　　○○建設株式会社　　　　　○○％

２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌の上、構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、設計・建設工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、設計・建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の設計・建設工事の実施に伴い、当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、工事竣工の都度、当該工事について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果、利益が生じた場合には、第8条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果、欠損金が生じた場合には、第8条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担 するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、松田町長及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が設計・建設工事を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して設計・建設工事を完成する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者がある時は、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第8条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際に行うものとする。但し、決算の結果、欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果、利益が生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第17条　当企業体は、構成員のうちいずれかが、松田町指名停止等措置要領に該当するとして、入札参加資格取消し又は指名除外の措置を受けた場合は、直ちに当該構成員を除名し、松田町長に通知するものとする。
２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行、その他の除名し得る正当な事由が生じた場合においては、他の構成員全員及び松田町長の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
３　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
４　第1項又は第2項の規定により、構成員が除名された場合においては、前条第2項から第5項までを準用するものとする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第１８条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第16条第2項から第5項まで準用するものとする。
（代表者の変更）
第１９条　代表者が脱退し若しくは除名された場合においては、従前の代表者に代えて、松田町長及び他の構成員全員の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
（解散後の瑕疵担保責任）
第２０条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき瑕疵があった時は、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第２１条　この協定書に定めがない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　株式会社○○設計事務所他○○者は、上記のとおり設計・建設工事共同企業体協定書を締結したので、その証拠としてこの協定書2通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。


令和　年　月　日　

構成員　住　　　所　
　　　　称　　　号　株式会社○○設計事務所
　　　　代表者氏名　代表取締役　　　　　　　　　　㊞

構成員　住　　　所　
　　　　称　　　号　株式会社○○設計事務所
　　　　代表者氏名　代表取締役　　　　　　　　　　㊞


※建設企業において、設計・建設工事共同企業体により参加する場合は、当該様式を提出してください。押印した原紙は正本のみ綴じ込んでください。



（様式２－11）　
令和８年　　月　　日
意匠主任技術者の実績

	①氏名
	②生年月日　　　　年　　月　　日（　　　才）

	③所属・役職

	④保有資格等　　　実務経験年数（　　　）年
　・一級建築士　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	⑤平成20年4月以降の同種または類似業務の実績

	業務名
	受注
形態
	立場
	施設の概要

	
	
	
	用途
	構造・規模・延床面積
	完成
年月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	⑥過去の受賞歴（平成20年4月以降）

	受賞した賞
	受賞年月
	施設名
	施設の概要
	受注
形態

	
	
	
	用途
	構造・規模
延床面積
	完成
年月
	

	
	年
月
	
	
	㎡
	年
月
	

	
	年
月
	
	
	㎡
	年
月
	

	備考
１　業務名には（同種）または（類似）を付記すること
２　構造・規模は、構造種別－地上階数／地下階数を記載すること。（例：ＲＣ造－４/１）
３　受注形態の欄には、単独、ＪＶ、または協力（協力事務所として参画）の別を記入すること
４　共同体の場合は他の構成員を協力の場合は元請事務所名を（　）書きで記載すること
５　受賞実績が分かるもの（賞状のコピー、掲載された雑誌のコピー等）を添付すること


（様式２－11）　
令和８年　　月　　日

構造主任技術者の実績

	①氏名
	②生年月日　　　　年　　月　　日（　　　才）

	③所属・役職

	④保有資格等　　　実務経験年数（　　　）年
　・構造設計一級建築士（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	⑤平成20年4月以降の同種または類似業務の実績

	業務名
	受注
形態
	立場
	施設の概要

	
	
	
	用途
	構造・規模・延床面積
	完成
年月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	備考
１　業務名には（同種）または（類似）を付記すること
２　構造・規模は、構造種別－地上階数／地下階数を記載すること。（例：ＲＣ造－４/１）
３　受注形態の欄には、単独、ＪＶ、または協力（協力事務所として参画）の別を記入すること
４　共同体の場合は他の構成員を協力の場合は元請事務所名を（　）書きで記載すること




（様式２－11）
令和８年　　月　　日

設備主任技術者の実績

	①氏名
	②生年月日　　　　年　　月　　日（　　　才）

	③所属・役職

	④保有資格等　　　実務経験年数（　　　）年
　・設備設計一級建築士（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	⑤平成20年4月以降の同種または類似業務の実績

	業務名
	受注
形態
	立場
	施設の概要

	
	
	
	用途
	構造・規模・延床面積
	完成
年月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	備考
１　業務名には（同種）または（類似）を付記すること
２　構造・規模は、構造種別－地上階数／地下階数を記載すること。（例：ＲＣ造－４/１）
３　受注形態の欄には、単独、ＪＶ、または協力（協力事務所として参画）の別を記入すること
４　共同体の場合は他の構成員を協力の場合は元請事務所名を（　）書きで記載すること




（様式２－11）
令和８年　　月　　日

施工監理主任技術者の実績

	①氏名
	②生年月日　　　　年　　月　　日（　　　才）

	③所属・役職

	④保有資格等　　　実務経験年数（　　　）年
　・一級施工監理技士　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	⑤平成20年4月以降の同種または類似業務の実績

	業務名
	受注
形態
	立場
	施設の概要

	
	
	
	用途
	構造・規模・延床面積
	完成
年月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	備考
１　業務名には（同種）または（類似）を付記すること
２　構造・規模は、構造種別－地上階数／地下階数を記載すること。（例：ＲＣ造－４/１）
３　受注形態の欄には、単独、ＪＶ、または協力（協力事務所として参画）の別を記入すること
４　共同体の場合は他の構成員を協力の場合は元請事務所名を（　）書きで記載すること




（様式２－11）
令和８年　　月　　日

現場代理人予定者の実績

	①氏名
	②生年月日　　　　年　　月　　日（　　　才）

	③所属・役職

	④保有資格等　　　実務経験年数（　　　）年
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）
　・　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）（取得年月日：　　年　　月　　日）

	⑤平成20年4月以降の同種または類似業務の実績

	業務名
	受注
形態
	立場
	施設の概要

	
	
	
	用途
	構造・規模・延床面積
	完成
年月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	
	
	
	
	㎡
	年
月

	備考
１　業務名には（同種）または（類似）を付記すること
２　構造・規模は、構造種別－地上階数／地下階数を記載すること。（例：ＲＣ造－４/１）
３　受注形態の欄には、単独、ＪＶ、または協力（協力事務所として参画）の別を記入すること
４　共同体の場合は他の構成員を協力の場合は元請事務所名を（　）書きで記載すること




（様式２－12）
令和８年　　月　　日

指定管理委託業務実績


	商号又は
名称
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	

	会社設立
年月日
	昭和・平成・令和　　　　年　　　　　月　　　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	業務実績
（公告日から起算して過去10年以内）
	受託業務の名称
	

	
	発注元
	

	
	契約日
	


※受託実績の分かる資料（契約書の写し等）を添付すること。













応募辞退時に関する様式


（様式３－１）
令和８年　　月　　日

応募辞退書


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


令和  年  月  日付けで公示のありました「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」に係るプロポーザルについて、参加表明書を提出しましたが、都合により応募を辞退いたします。

















第２次審査（提案審査）に関する様式


（様式４－１）
令和　　年　　月　　日

設計・施工・工事監理業務等の価格提案書


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」の募集要領等に定められた事項を承諾の上、次の価格を提案します。


記

事業名　　滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業

	　
￥
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


提案価格（税込）
　　


	提案価格
内　訳
（税込み）
	施設整備費
	円

	
	施設運営費
	円








※金額欄には、消費税及び地方消費税相当額を入れた額を記入すること
※施設運営費は３年分の合計を記入すること
※提案価格は施設整備費と施設運営費の合計（税込み）を記入すること
※（様式４－２）と共に、封筒に入れて厳封すること
※封筒の表面に「設計・施工・工事監理業務等の価格提案書」と記載するとともに
提案者名を記名すること

　　　 　　　　　


（様式４－２）
令和　　年　　月　　日

設計・施工・工事監理業務等の価格提案内訳書
　
　金額欄には、特に指示がない限り消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
　提案内容に応じて、適宜内訳項目を増減して記入すること。
　（様式４－１）と共に、封筒に入れて厳封すること。

【施設整備費】
施設整備費計
	項目
	金額
	備　考

	１　設計業務
	
	円
	小計Ａより

	２　施工業務
	
	円
	小計Ｂより

	３　工事監理業務
	
	円
	小計Ｃより

	小計（１＋２＋３）
	
	円
	

	消費税
	
	円
	10％

	合計（税込み）
	
	円
	提案価格内訳に記入



１　設計業務

	項目
	金額（税抜）
	項目内訳

	(1)基本設計費
	
	円
	

	
	施設改修基本設計
	
	円
	電気・機械・空調工事など含む

	
	外構等基本設計
	
	円
	

	
	駐車場基本設計
	
	円
	

	
	キャンプサイト基本設計
	
	円
	

	(2)実施設計費
	
	円
	

	
	施設改修実施設計
	
	円
	電気・機械・空調工事など含む

	
	外構等実施設計
	
	円
	

	
	駐車場実施設計
	
	円
	

	
	キャンプサイト実施設計
	
	円
	

	(3)手数料等
	
	円
	

	
	建築確認申請
	
	円
	

	
	完了検査
	
	円
	

	
	その他手数料等
	
	円
	

	小計Ａ（(1)＋(2)＋(3)）
	
	円
	




（様式４－２）

２　施工業務
	[bookmark: _Hlk196928565]項目
	金額（税抜）
	項目内訳

	(1) 施設改修工事
	
	円
	

	
	(A)直接工事費
	
	円
	

	
	
	建築工事
	
	円
	

	
	
	電気設備工事
	
	円
	

	
	
	給排水設備工事
	
	円
	

	
	
	空調換気設備工事
	
	円
	

	
	(B)諸経費
	
	円
	

	 (2) 外構等工事
	
	円
	

	
	(A)直接工事費
	
	円
	

	
	
	外構工事
	
	円
	

	
	
	電気設備工事
	
	円
	

	
	(B)諸経費
	
	円
	

	(3)駐車場整備工事
	
	円
	

	
	(A)直接工事費
	
	円
	

	
	
	駐車場整備工事
	
	円
	

	
	(B)諸経費
	
	円
	

	(4)キャンプサイト整備工事
	
	円
	

	
	(A)直接工事費
	
	円
	

	
	
	建築工事
	
	円
	

	
	(B)諸経費
	
	円
	

	小計Ｂ（(1)＋(2)＋(3)＋(4)）
	
	円
	



３．工事監理業務

	項目
	金額（税抜）
	項目内訳

	(1)工事監理費
	
	円
	

	
	施設改修工事監理
	
	円
	

	
	外構等工事監理
	
	円
	

	
	駐車場整備工事
	
	円
	

	
	キャンプサイト工事監理
	
	円
	

	小計Ｃ
	
	円
	



（様式４－２）
【施設運営費】
施設運営費計
	項目
	金額
	備　考

	１　施設運営費
	
	円
	小計Ｄ（３年分）より

	消費税
	
	円
	10％

	合計（税込み）
	
	円
	提案価格内訳に記入



１　施設運営費
	項目
	金額（税抜）
	項目内訳

	(1) 施設運営費（１年目）
	
	円
	

	
	(A) 直接業務費
	
	円
	

	
	
	サウナ体験実証
	
	円
	

	
	
	キャンプ体験実証
	
	円
	

	
	
	体験モニターツアー参加者誘客のためのPR費用
	
	円
	

	
	(B) 諸経費
	
	円
	

	
	計（１年目）
	
	円
	

	(2) 施設運営費（２年目）
	
	円
	

	
	(A) 直接業務費
	
	円
	

	
	
	サウナプログラム本格展開事業
	
	円
	

	
	
	プロジェクトＰＲ費
	
	円
	

	
	
	滞在型サウナツアー実施
	
	円
	

	
	
	キャンプ体験実証
	
	円
	

	
	(B) 諸経費
	
	円
	

	
	計（２年目）
	
	円
	

	(3) 施設運営費（３年目）
	
	円
	

	
	(A) 直接業務費
	
	円
	

	
	
	サウナ体験事業
	
	円
	

	
	
	サウナインストラクター
育成費
	
	円
	

	
	
	プロジェクトＰＲ費
	
	円
	

	
	
	キャンプ体験実証
	
	円
	

	
	(B) 諸経費
	
	円
	

	
	計（３年目）
	
	円
	

	小計Ｄ（３年分）（税抜）
	
	円
	


（様式４－３）
令和　　年　　月　　日

施設使用料の提案書


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」の募集要領等に定められた事項を承諾の上、次の価格を提案します。


記

事業名　　滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業

	　
￥
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


提案価格（税込）
　　




※金額欄には、消費税及び地方消費税相当額を入れた額を記入すること
※施設使用料の提案価格は月額の使用料を記入すること
※封筒に入れて厳封すること
※封筒の表面に「施設使用料の提案書」と記載するとともに提案者名を記名すること



（様式４－４）



令和８年　　月　　日

誓約書


松田町長　様

（代表者）所　在　地　
　　　　　商号又は名称　
　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


「滞在型「サウナ・トトノウ」ツーリズム推進拠点整備運営事業」に係るプロポーザルの二次審査提出書類について、記載事項及び添付書類について事実と相違ないこと及び募集要領等に規定された仕様と同等又はそれ以上の水準であることを誓約いたします。

2

（様式５－１）






令和８年度
滞在型「サウナ・トトノウ」
ツーリズム推進拠点整備運営事業

技術提案書


〈表紙〉












	応募参加番号
	

	公募参加グループ名
	



※副本（10部）には、公募参加グループ名は記載しないこと



（様式５－２）
　具体的な技術提案書については、記載方法や紙面構成は自由とするが、次の表に示す事項及び内容を踏まえた提案とする。
	提案事項
	記載内容

	１
	業務方針
	※本事業に対する認識及び当町との協議方針等
※設計、施工、施工監理及び管理運営業務に係る組織・統括体制、各企業の専門性と明確な責任分担
※各業務不履行時の対応
※提案者の財務状況及び同種・類似事業実績の有無について

	
	実施体制等
	

	２
	全体工程・
開業準備
	※事業全体のスケジュール（設計・施工・開業準備・引渡し）
※開業に向けた準備体制、プロモーション、免許取得者・スタッフ採用・研修等の開業準備計画

	３
	施設整備計画
	※建築、設備、安全等における技術提案（法適合及び基本計画への適合
※各施設・諸室における機能性及びデザイン

	４
	施工計画・施工監理・品質管理
	※安全確保に関する具体的な対策
※施工計画、工程管理、コスト管理、品質管理の考え方
※工事監理の独立性の確保策
※改修・新設工事に伴う施工管理、試運転・引渡し及び性能確認の手順

	５
	運営知見の施設計画反映
	※設計段階における運営企業の参画プロセス（運営ノウハウの施設計画への反映）
※効率的なオペレーションの図面化（動線・配置計画）及び収益拡大と連動した施設空間計画
※要求水準書の達成状況について

	６
	防犯・安全性・
防災
	※防犯・利用者の安全確保、日常の安全性（ケガ防止等）への配慮
※各種災害に対応する計画（避難時の動線含む）及びBCP上の考慮事項

	７
	施設運営計画
	※サービス運営方針、公共性の担保及びテナント管理・連携方針
※15年間の運営を見据えた組織体制、要員計画、人材育成・研修計画
※日常の安全・衛生管理体制及び緊急時・危機管理対応策
※事業全般における官民のリスク分担の考え方

	８
	収支計画・自立性
	※指定管理料依存を回避し、自走性を確保するためのビジネスモデル
※15年間の運営に係る事業収支計画（需要予測、売上・費用の詳細な積算根拠）
※売上変動やコスト高騰等に対する感度分析及びリスク発生時の改善対応策
※発注者のリスク（負担）軽減策及び想定外の事態における事業継続計画（BCP）

	９
	集客力・
地域や町への貢献
	※15年間の来訪者数・利用客数等の目標及びその実現可能性（集客戦略）
※町内事業者との協力体制、地場産品の活用、地域経済循環等の地域波及効果
※「要求水準書」における「第2 共通要求水準 7.KPI」の実現可能性
※町への貢献策

	10
	予防保全・維持管理
	※建築・設備機器の長寿命化、高耐久化、更新対策及び予防保全計画
※清掃・保守点検の作業性を考慮した維持管理性の高い設計




（様式５－３）

　図面については、記載方法や紙面構成は自由とするが、次の表に示す設計図面を添付するものとする。

	図面名称
	留意事項

	配置図
	※敷地全体が分かる図面
※建物は1階平面図を表現し、外構図を兼ねること
※電気・給排水設備工事に関する機器等も表現すること

	各階平面図
	※図面の向きは配置図と同じとすること
※各室の什器、備品等についても記入すること
※室名称、主要な寸法、仕上げ、開口部等を表現すること
※生産機械等のラインについても記入すること

	立面図
	※全ての壁面を表現すること
※各面とも仕上げを記入すること

	断面図
	※計画の特徴がわかる面の断面図を２面以上記入すること
※最高高さ、階高、各室の天井高さ、構造形式が分かるよう梁等も記入すること
※どの部分を表現しているかわかるように、キープランを記入すること

	外部・外構
	※工作物（駐車場等）について、可能な限り詳細に記入すること

	外観パース
	※建物全体の形状が把握しやすいアングルとすること

	内観パース
	※提案の特徴を表す部分について、２箇所以内で作成すること

	備品リスト
	※導入する備品の一覧表を作成するとともに、どの場所へ配置するのか階ごとに作成すること

	その他
	※提案者からの新たな提案があれば記載すること




